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平成１７年３月期 決算短信（連結）の一部追記・修正の件 

 
平成 17年５月 16日付で開示いたしました「平成 17年３月期 決算短信（連結）」につきまして、
一部追記・訂正がありますので下記の通りお知らせいたします。 
なお、訂正箇所には下線を付して表示しております。 
 

記 
 
○決算短信（連結）連結財務諸表等 連結貸借対照表（連結－11 ﾍﾟｰｼﾞ） 
 （訂正前） 

当 連 結 会 計 年 度 

（平成17年３月31日） 

前 連 結 会 計 年 度 

（平成16年３月31日） 

 

期別 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増  減 

3. 投 資 そ の 他 の 資 産  1,694,652 5.4 1,721,763 5.5 △27,111

 投 資 有 価 証 券  498,809 410,939  87,869

 長 期 貸 付 金  3,058 3,697  △639

 繰 延 税 金 資 産  149,309 197,645  △48,335

 保 険 積 立 金 ※２ 652,497 652,472  25

 そ の 他 ※２ 422,016 492,369  △70,353

 貸 倒 引 当 金  △ 31,038 △35,360  4,322

資 産 合 計  31,426,997 100.0 31,658,526 100.0 △ 231,528

 －1－ 



（訂正後） 
当 連 結 会 計 年 度 

（平成17年３月31日） 

前 連 結 会 計 年 度 

（平成16年３月31日） 

 

期別 

科目 金  額 構成比 金  額 構成比 

増  減 

3. 投 資 そ の 他 の 資 産  1,694,652 5.4 1,721,763 5.5 △27,111

 投 資 有 価 証 券  557,774 410,939  146,834

 長 期 貸 付 金  3,058 3,697  △639

 繰 延 税 金 資 産  149,309 197,645  △48,335

 保 険 積 立 金 ※２ 652,497 652,472  25

 そ の 他 ※２ 363,051 492,369  △129,318

 貸 倒 引 当 金  △ 31,038 △35,360  4,322

資 産 合 計  31,426,997 100.0 31,658,526 100.0 △ 231,528

 
○決算短信（連結）連結財務諸表等 表示方法の変更（連結－19 ﾍﾟｰｼﾞ） 
 （訂正前） 

当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

(連結損益計算書) 

前期まで区分掲記しておりました「保険返戻金」は、営

業外収益の総額の100分の10以下になったため、営業外収益

の「その他」に含めて表示することにしました。なお、当

期における「保険返戻金」の金額は、2,100千円であります。

 

前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示しており

ました「リース契約補償金収入」は、営業外収益の総額の

100分の10を超えることになったため、区分掲記することに

変更しました。なお、前期における「リース契約補償金収

入」の金額は、4,528千円であります。 

― 

 

 －2－ 



 －3－ 

（訂正後） 
当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

(連結貸借対照表) 

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第

97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１日

より適用となったこと及び「金融商品会計に関する実務指

針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日付

で改正されたことに伴い、当連結会計年度から投資事業有

限責任組合及びこれに類する組合への出資（証券取引法第

２条第２項により有価証券とみなされるもの）を投資有価

証券として表示する方法に変更しました。 

なお、当連結会計年度の「投資有価証券」に含まれる当該

出資の額は58,965千円であり、前連結会計年度における投

資その他の資産の「その他」に含まれている当該出資の額

は72,209千円であります。

 

(連結損益計算書) 

前期まで区分掲記しておりました「保険返戻金」は、営

業外収益の総額の100分の10以下になったため、営業外収益

の「その他」に含めて表示することにしました。なお、当

期における「保険返戻金」の金額は、2,100千円であります。

 

前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示しており

ました「リース契約補償金収入」は、営業外収益の総額の

100分の10を超えることになったため、区分掲記することに

変更しました。なお、前期における「リース契約補償金収

入」の金額は、4,528千円であります。 

― 

 
○決算短信（連結）連結財務諸表等 （連結損益計算書関係）（連結－21 ﾍﾟｰｼﾞ） 
 （訂正前） 

当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 1,855千円

工具器具備品 46  

 計 1,901千円
 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 4,563千円

土地 6,513 

 計 11,077千円
 

（訂正後） 
当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 1,855千円

工具器具備品 46  

 計 1,901千円
 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

建物及び構築物 4,563千円

土地 6,513 

 計 11,077千円
 



 －4－ 

○決算短信（連結）連結財務諸表等 （有価証券関係） 当連結会計年度 ２その他有価証券で時価の

あるもの（連結－24 ﾍﾟｰｼﾞ） 
 （訂正前） 

区分 種類 
取得価額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 28,130 22,438 △5,692

(2) 債券  

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

小計 28,130 22,438 △5,692

合計 283,009 423,924 140,914

 （訂正後） 

区分 種類 
取得価額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 28,130 22,438 △5,692

(2) 債券  

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

(3) その他 58,965 58,965 ―

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

小計 87,096 81,404 △5,692

合計 341,975 482,889 140,914

 
○決算短信（連結）連結財務諸表等 （有価証券関係） 当連結会計年度 ４時価評価されていない主

な有価証券（連結－25 ﾍﾟｰｼﾞ） 
 （訂正前） 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

(1) 満期保有目的の債券 

私募債 ―

(2) その他有価証券 

非上場株式 74,884

 （訂正後） 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

(1) 満期保有目的の債券 

私募債 ―

(2) その他有価証券 

非上場株式 74,761

以上 


